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はじめに
　メコン地域は成長が著しい中国とインドに挟まれ、人口規模や天然資源、
あるいはその地政学的な面などから注目されてきた。これは近年のアジア総
合開発計画の ASEAN 連結性マスタープランにおいても、メコン地域の重要
性が強調されている。その中でメコン川流域諸国による協力関係は長い歴史
をもっている。古くはメコン川の水資源開発をめぐって、国連が主導したメ
コン委員会（Mekong Committee）１　があり、その後のインドシナ半島におけ
る長期の内戦、混乱によって中断を余儀なくされたが、１９９０年代の GMS
（Greater Mekong Subregion：大メコン圏、拡大メコン経済圏）プログラム
に代表される国際的な経済協力の枠組みによって、メコン地域開発は大きく
進展することになる。
　GMS 参加国は、タイ、カンボジア、ラオス、ミャンマー、ベトナム、中国
雲南省、中国広西チワン族自治区の５カ国２地域から構成され、それらの国
の政治体制、経済レベルには大きな違い、格差が存在する。そのような差異
－４７－
１　正確には “Interim  Committee  for  Co-ordination  of  Investigations  of  the  Lower  Mekong 
Basin”。
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にも関わらず成果をあげているとされる GMS プログラムに本論は焦点をあ
て、その特徴と本質について検討する。GMS プログラムは、地域開発銀行で
あるアジア開発銀行（ADB）が終始主導しており、プロジェクトの企画から
各国の利害調整まで ADB が幅広い役割を果たした。これは世界の他の地域
にはあまり例のない、GMS プログラムの大きな特徴の一つになっている。
特に域内のインフラ整備に注力したことも特徴であり、象徴的な存在となっ
た GMS 経済回廊（Economic Corridors）の建設は国際越境インフラの構築
という、野心的なプロジェクトに注目が集まった。こうしたメコン地域のイ
ンフラ整備は、ASEAN が目指す「単一の市場と生産基地」という大目標に
も沿ったものであり、外国資本による直接投資を継続的に呼び寄せるという
基本的な戦略に寄与するものになるであろう。
第１節　メコン地域開発における GMS プログラムの位置付け
　表－１はメコン地域におけるサブリージョナルな協力枠組みを時系列で示
している。これに加えて、メコン－南アジアとの協力、あるいは支援の表明
にとどまっているものを含めると１０を優に超える枠組みが存在し、このメコ
ン地域における協力枠組みの多さを称して「メコン・コンジェスチョン」な
どと呼ばれた。白石［２００６］は、メコン地域協力の多くはインドシナ各国と
中国南西部を心理的、政治的、経済的に連結し、一つのサブ地域もしくは
「局地圏」を形成するものであるという。そして将来的にはメコン地域の位
置から、東北アジア、東南アジア、南アジアの３地域を橋渡しする役割を担
うだろう、としている２。
　メコン地域における重層的な経済協力枠組みが始まる前段階としては、
１９５０年代のメコン委員会（Mekong Committee）はカンボジア和平後、１９９５
年 ADB のイニシアティブでメコン川委員会（Mekong River Commission：
－４８－
２　白石昌也［２００６］p. ２１。
────────────
MRC）として再発足することになる。現在メコン川流域の水資源が重要視さ
れる中で、上流域国である中国が依然正式メンバーではなく対話メンバー
（Dialog Partner）であることが、メコン川の環境保全を危惧させる一因にも
なっている。
　１９９２年以降の GMS プログラムは、当初はインフラ整備を中心に展開し、
その後貿易投資の促進による経済協力の推進がされるようになる。GMS プ
－４９－
表－１　メコン地域における主なサブリージョナル協力の枠組み
主な出資国参加国設立年枠組みの名称
日本、米国、韓国、欧
州各国、ADB、UNDP、
世銀
カンボジア、ラオス、
タイ、ベトナム（中国、
ミャンマーは対話メン
バー国）
１９５７年メコン委員会と
して発足、１９９５年にメ
コン川委員会として再
発足。
メコン川委員会
（MRC）
ADB 、参加各国、二
国間ドナー
カンボジア、ラオス、
タイ、ベトナム、ミャ
ンマー、中国
１９９２年、ADB がイニ
シアティブ
大メコン圏経済協力プ
ログラム（GMS プログ
ラム）
はっきりしていないラオス、ミャンマー、
タイ、中国雲南省
１９９３年、タイがイニシ
アティブ
黄金四角形経済構想
日本、UNESCAPカンボジア、ラオス、
ベトナム、タイ、日本
１９９３年、日本（宮澤首
相）がイニシアティブ
インドシナ総合開発
フォーラム（FCDI）
主に ASEAN 各国ASEAN １０各国、中国１９９５年、ASEAN がイ
ニシアティブ
ASEAN メコン川流域
開発協力（AMBDC）
はっきりしていないインド、カンボジア、
ラオス、ミャンマー、
タイ
２０００年メコン－ガンガ協力
（MGC）
はっきりしていないカンボジア、ラオス、
タイ
２０００年エメラルド三角形協力
ASEAN ６、日本、韓国、
インド、EU など
ASEAN １０カ国
（裨益国は CLMV）
２０００年、ASEAN がイ
ニシアティブ
ASEAN 統合イニシア
ティブ（IAI）
タイが中心となるタイ、カンボジア、ラ
オス、ミャンマー、ベ
トナム
２００３年、タイがイニシ
アティブ
エーヤワディー・チャ
オプラヤー・メコン経
済協力戦略（ACMECS）
（注）NGO など非政府組織による協力は除く。
（資料）UNESCAP［２００８］pp. ３－１１、など。
ログラムはこの地域においては最大の経済協力の枠組みとなった。詳細につ
いては後述することにする。　
　ASEAN によるメコン地域開発の枠組みである、ASEAN メコン川流域開
発協力（AMBDC：ASEAN Mekong Basin Development Cooperation）は１９９５
年に始まった。主要プロジェクトとして全長５，５００のシンガポール・昆明
間鉄道リンク計画（SKRL：Singapore-Kunming Rail Link）がある。他の枠
組みにおいては道路整備を中心としているのに対して、AMBDC では事実上
鉄道をフラッグシップ・プロジェクトとしていることが特徴である。
　アセアン統合イニシアティブ（IAI：Initiative for ASEAN Integration）は、
原加盟国６カ国と新規加盟国（CLMV：カンボジア、ラオス、ミャンマー、
ベトナム）の経済格差、開発ギャップの縮小を目的として２０００年に提唱され
た。２００１年のハノイ宣言において、人材育成、情報通信技術、インフラ、地
域経済統合の４分野を重点とする方針が出された３。但しこの ASEAN 主導
の CLMV 格差是正の動きは、GMS プログラムに比べると８年以上遅れた。
CLMV がカンボジア和平後、１９９０年代後半に ASEAN に参加したというの
がその理由であった。ASEAN にとって IAI は ASEAN の本格的な地域経
済統合に踏み込むきっかけともなった。ASEAN 事務局内には IAI を進捗管
理するために IAI ユニットが設けられている。
　上記の枠組みのうち、活動状況には大きな差が見られる。UNESCAP
［２００８］などの資料から判断すると、活発に活動しているのはメコン川委員
会（MRC）、GMS プログラム、IAI などである。黄金四角形経済構想は郡部
における活動以外は、GMS プログラムに大部分取り込まれている。インド
シナ総合開発フォーラム（FCDI）は日本の宮澤首相（当時）によるイニシア
ティブであるが、現在では形を変えている４。ASEAN メコン川流域開発協
－５０－
３　“Ha Noi Declaration On Narrowing Development Gap For Closer ASEAN Integration, 
Hanoi, Vietnam, 23 July 2001” http://www.asean.org/934.htm この時点における経済統合
の目標年は２０２０年であった。
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力（AMBDC）は活動はしているが、頻繁に会合が行われている形跡はない５。
シンガポール－昆明間の SKRL にはその実現性とその他のインフラ推進プ
ロジェクトとの整合性の問題がある６。メコン－ガンガ協力（MGC）は、イ
ンドを含めた唯一の協力枠組みであるが、現状は目立った活動は見られない。
タイと隣国ラオス、カンボジアによる観光に特化したエメラルド三角形協力
も活動しているが大きな成果は上げていない。ASEAN 統合イニシアティブ
（IAI）は ASEAN による CLMV 支援のイニシアティブの中核として活発に
活動している７。エーヤワディー・チャオプラヤー・メコン経済協力戦略
（ACMECS）はタイ・タクシン首相（当時）のイニシアティブで始まったが、
タクシン氏失脚後も「中国抜きの GMS」として ADB などの支援を得てサ
ミット、閣僚会合などを活発におこなっている８。さらに国際関係の力学の
中では、メコン地域におけるタイの突出した影響力を嫌うことが背景にある
枠組みもあるとされる。タイと地政学的に大きな関係のあるマレーシアおよ
びシンガポールが実質的に提唱した AMBDC はその一例と言える。
－５１－
４　UNESCAP［２００８］、大泉啓一郎［２００８］p. ２５、野本啓介［２００２］p. ９５。１９９５年の第１回
会議（東京）以来、閣僚会議はおこなわれていない。各プロジェクトは ESCAP の管轄と
なり、予算が US ５００万ドル計上されただけとなっている。この構想は２００８年１月の日・メ
コン外相会議に引き継がれたとみることができる。
５　AMBDC の閣僚会議は２００９年８月以来おこなわれていない。SKRL プロジェクトはマ
レーシアの強い意向で入れられたが、メコン鉄道網（特に東回り）の本格的整備は今後 
ADB および中国による援助などが引き継ぐものと思われる。http://www.asean.org/ 
JMS-11th+AMBDC.pdf
６　柿崎一郎氏（横浜市立大学）による講演（２０１１年５月１６日）などから。
７　IAI によるワークプランは２０１５年の AEC 形成を目処に進められることを明確にしている。
http://www.aseansec.org/14013.htm
８　新興ドナーとしてのタイが周辺国とのインフラ、産業政策に影響力を持つ枠組みとして
機能している。http://www.acmecs.org/
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第２節　GMS プログラムの歴史と概要
　第二次世界大戦後の約半世紀、タイをのぞく GMS 各国は社会主義的政権
のもとで自給自足的な農業開発と輸入代替を目的とした工業化をおこなって
いた。メコン地域の中核に地理的にも位置するタイとその周辺国は、経済運
営、政治体制に関してタイとその他の国が対峙するという、東西冷戦体制の
縮図を形成していた。従ってタイとその周辺国であるミャンマー、ラオス、
カンボジアとの国境は基本的に閉ざされ、共通の交通インフラ整備や連携、
統合の動きは極力避けられていた。この地域に変化が訪れたのは、東西冷戦
構造が崩壊したこと、そしてカンボジア内戦が１９９１年に国連のパリ和平調停
で最終的に終結した時であった。タイのチャチャイ首相が「インドシナを戦
場から市場へ」と呼びかけた９　ことに代表されるように、民主主義と市場改
革開放政策を選択するという、インドシナ各国の共通の価値観が出来上がっ
たことが GMS プログラムに繋がる大きな転機となった１０。これは ADB の
言うように「平和の配当（Peace Dividend）」であった。
　ADB の GMS プログラムへの関与について、小笠原［２００５］は、ADB 幹
部であった森田徳忠氏の回想として、１９９１年に完成したラオス・セセット水
力発電所がその起源であるという。東側諸国でもあったラオスと、電力を購
入する側になるタイとの橋渡しをしたことが成功事例となり、メコン地域全
体への ADB によるメコン地域開発への関与が積極的になるようになった１１。
正式には GMS プログラムは１９９２年１０月に ADB マニラ本部で開催された、
－５２－
９　チャチャイは文民でありこれは１９８８年のことであったが、当時すでにタイ経済は活況を
呈していた。しかしタイの政治状況は不安定で、軍によるクーデターも頻発した。
１０　この時点でインドシナ各国に共通したのは①市場経済化、②開放政策、の２点であった。
しかしミャンマー、カンボジアは社会主義を放棄したが、ベトナム、ラオスは社会主義、
一党独裁を維持したままであり、「共通の価値観」は極端な不均質性の上に成り立ってい
た。
１１　小笠原高雪［２００５］「メコン地域における開発協力と国際関係」石田正美編『メコン地域
開発』アジア経済研究所、pp. ４２－４４。
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タイ、カンボジア、ラオス、ミャンマー、ベトナム、中国の地域６カ国から
なる経済閣僚会議からスタートした。同プログラムの特徴は、中国の南部
－５３－
図－１　GMS（大メコン圏）参加国・地域の範囲
（出所）国際協力機構［２００７］「ひとびとに国境をひらく道」p. ５。
http://www.jica.go.jp/activities/issues/transport/pdf/cbti_02.pdf
（雲南省や広西チワン族自治区１２）やミャンマー全土を加えた広範囲な地域
を対象としたこと（図－１）、「ツー・プラス原則１３」と呼ばれる具体的プロ
ジェクトを少なくとも２カ国が関与する越境プロジェクトとしたこと、そし
て ADB はあくまでも事務局としてメンバー間の対話を促し、必要に応じて
技術・資金支援を行う立場に徹していることなどである。
　GMS プログラムは、加盟国の自主性（オーナーシップ）の下に運営されて
いる。組織的には、図－２のように首脳会議（Summit）を頂点に、閣僚会議
（Ministerial-level Conference）、高級事務レベル会議（Senior Officials’ 
－５４－
１２　広西チワン族自治区の GMS 加入は雲南省より遅れ２００５年におこなわれた。
１３　“two plus principle” と訳される。石田正美編『メコン地域開発研究－動き出す国境経済
圏』調査研究報告書、アジア経済研究所（２００８年）p. ４５。
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図－２　GMS プログラム組織図
（出所）ADB［２００７b］p. ３６。
Meeting）、フォーラム・ワーキンググループ（Forums / Working groups 
in Nine Sectors）の４つから構成される。また、GMS プログラムと各国の
調整をはかるため各国に機関（National Coordinating Committee in Each 
Country）が配置されている１４。
　「各国の国家レベル調整機関」はそれぞれの国によって異なる。カンボジ
アにおいては開発評議会（Council for the Development of Cambodia）、中国
においては国際部（International Department）または財務省（Ministry of 
Finance）、ラオスにおいては外務部（Department of Foreign Affairs）、ミャ
ンマーにおいては海外経済関係部（Foreign Economic Relations Department）
または国家計画経済発展省（Ministry of National Planning and Economic 
Development）、タイにおいては国家経済社会開発委員会（National Economic 
and Social Development Board）、ベトナムにおいては海外経済関係部
（Foreign Economic Relations Department）または計画投資省（Ministry of 
Planning and Investment）がそれにあたる１５。
　GMS プログラムにおいて ADB の果たしている役割は極めて大きい。
ADB の機能としてはインフラ整備に関して技術面でのノウハウをもつばか
りでなく、GMS 経済回廊の企画をはじめ資金調達、当事国との調整能力の
あるスタッフの存在、などがあげられるが、ここでは後ろ盾となっている日
本の存在も大きい。歴代 ADB 総裁が日本人であるということだけではなく、
ADB 日本人スタッフ、ドナーとなる日本の政府援助機関（JBIC、現在は 
JICA）などを通じた日本政府の支援、あるいは日本企業の関わりなど官民一
体の取り組みである１６。また、前述の「ツー・プラス原則」や「アセアン・
ウェイ」と同様にアジア的曖昧さを加味し、厳格な協定の締結からスタート
しなかったことが各国との円滑な運営につながった。さらに GMS６カ国が
－５５－
１４　ADB Website より。http://www.adb.org/Documents/Others/GMS/GMS-Brochure2010. 
pdf
１５　ADB［２００７a］p. ３６。
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「オーナーシップ」意識をもち、なおかつ多くの民間企業を巻き込んだこと、
さらにはそのような中で ADB は終始参加国とドナーの間を仲介する「オネ
スト・ブローカー（honest broker：誠実な仲介者）」に徹したことが GMS プ
ログラムを短期間で成功に導いた要因と言える１７。
　ADB による GMS プログラムの「成功要因」として、多田羅［２００６］は以
下のように総括している。①非政治的であることを原則とし、政治的なイ
シューには関与しなかったこと、②結果重視のスキームであり、実務的で柔
軟なアプローチをとった、③条約ベースではなく、プロジェクトベースで
あった、④大きな枠組みとマスタープランを作り、その後事業計画のための
各国の同意をとった、⑤中立機関（オネスト・ブローカー）が小国と大国の
利害調整の役割を果たした、⑥各国のリーダーが強いオーナーシップを発揮
した、⑦道路と同時に総合的な開発をおこなうマルチ・セクター方式であっ
た、⑧リーダーシップの強化のため、閣僚会議が首脳会議に格上げされた、
などを指摘している１８。
　１９９２年からの ADB の GMS 経済協力の実施は、吉田・金［２００５］および
石田［２００７］によれば３つの段階に分けられる。
１．GMS プログラムの第１段階：案件発掘段階
　第１段階（１９９２年－１９９６年）：メコン地域内の開発プロジェクトの案件を発
掘する段階と言える。ADB のスタッフは各国にアイデアを提示、意見交換
－５６－
１６　嘉数啓・吉田恒昭［１９９７］『アジア型開発の課題と展望：アジア開発銀行３０年の経験と教
訓』名古屋大学出版会。１９６６年の ADB 設立当時の大来佐武郎氏らの発言などから、ADB 
の表に出ない控えめな態度の要因の一つであったと解釈することができる。
１７　同時に ADB は金融機関であり、技術アドバイザーでもあり、GMS プログラム事務局であ
り、複数の参加者をまとめる触媒でもある、と言っている。
http://www.adb.org/Documents/Others/GMS/GMS-Brochure2010.pdf　
１８　多田羅徹［２００６］「拡大メコン地域（GMS）のインフラ整備の現状と物流」白石［２００６］
pp. ６０－６１。
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がおこなわれるなかで地域協力が可能な領域と機会の確認作業を行い、プロ
ジェクトが審議された。これによって当初６つの重点部門として、①交通
（Transport）②通信（Telecommunications）③エネルギー（Energy）④環
境（Environment）⑤人的資源開発（Human Resource Development）⑥貿
易・投資（Trade and Investment）を取り上げた。各部門調査報告書は各国
の部門ごとの現況、国を超えての協力可能性の検討、そして地域統合に資す
る具体的なプロジェクトについての当該国との密接な調整合意に基づいての
提案から成っている。これを第２フェーズの着手すべき課題と第１フェーズ
の所見としてまとめられた。第２フェーズでは優先プロジェクトが選定され、
各部門別に最終報告が提出された。この間に必要とされた膨大な調査費用は
日本政府が技術協力のために ADB に設置している信託基金が利用された１９。
　
２．GMS プログラムの第２段階：プロジェクト実施段階
　第２段階（１９９４年－２００２年）２０：第１段階で準備された個別のプロジェクト
の実施段階へ入る。部門ごとに担当者ベースの作業グループやフォーラムが
設置され、また当初６部門でスタートしたが、現在では９部門となっている。
追加変更された部門として、観光（Tourism）が１９９４年に追加され、１９９８年
に貿易・投資部門が貿易円滑化（Trade Facilitation）と投資（Investment）
の２部門に分割、２００１年に農業（Agriculture）が追加されている。また、
１９９９年にはタイ・ラオス・ベトナム３国間越境交通協定（CBTA：Cross-
border Transport Agreement）調印がおこなわれた。そして GMS プログラ
ムが始まって１０周年となる２００２年の GMS サミット開催と GMS の１０年長期
戦略２１　の発表に至る。この段階では地域協力プロジェクト実行のための明確
－５７－
１９　森田徳忠［２００４］「アジア開発銀行（ADB）による大メコン河地域経済協力プログラム
（GMS プログラム）の現状と課題」海外投融資情報財団。
２０　セクター（部門）によっては第１段階と重なる期間が生じる。
２１　ADB［２００７b］．p. ６。　“Strategic Framework ２００２－２０１２”により、１０年間の、戦略、（９
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なビジョンが打ち出され、プロジェクト案件の承認と建設が開始された。　
３．GMS プログラムの第３段階：戦略的枠組みの設定
　第３段階（２００２年－）：２００２年に中国が越境交通協定に加入した影響が広が
り、越境交通協定実効化のための具体的交渉が開始される。また次の１０年に
向けて経済回廊の建設を最優先した１０のフラッグシップ・プロジェクトが採
択され、越境回廊形成などをめざすことを明示した。１０のフラッグシップ・
プロジェクトとは、①南北経済回廊、②東西経済回廊、③南部経済回廊、④
基幹通信回線、⑤地域電力系統接続と電力取引調整、⑥越境貿易・投資の促
進、⑦民間部門参加と競争力の強化、⑧人的資源と技能開発、⑨戦略的環境
枠組み、⑩洪水制御と水資源管理、であり、２００２年首脳会議で追加された 
GMS 観光開発を加えると実際には１１プロジェクトである。
　首脳会議（Summit）は第１回首脳会議が GMS プログラム発足１０周年の
２００２年１１月にプノンペンで開催され共同でプログラムに関与することを確認
した。また同会合の直前に開かれた ASEAN 首脳会合、ASEAN＋日中韓
（ASEAN＋３）首脳会合においては、「ASEAN 統合のための GMS 計画と
の協調」が表明された２２。２００５年７月には第２回首脳会議が昆明で開催され、
「インフラ建設の強化」「貿易及び投資環境の改善」などを内容とした昆明
宣言が採択された２３。第３回首脳会議は２００８年３月にビエンチャンで開催さ
れた。ここではビエンチャン・プランすなわち GMS プログラム第二次中期
計画を追認すると共に、本来 AMBDC の主要プロジェクトであるシンガ
ポール・昆明間鉄道（SKRL）の推進が盛り込まれている２４。
－５８－
つの）優先分野、目標、ビジョンが示されている。
２２　小笠原高雪［２００３］「メコン地域開発をめぐる国際関係と ASEAN」山影進編『東アジア
地域主義と日本外交』日本国際問題研究所。
２３　http://www.adb.org/projects/gms-biodiversity/kunming-declaration.pdf を参照。
２４　NESDB レポート ［２０１１］  ： 
────────────
　またビエンチャン・プラン以降、ADB は新しい開発マトリックス（GMS 
Development Matrix）を採用している２５。これは各支援プロジェクトの基本
情報を１２項目に要約して示している。目的としては、GMS プロジェクトと
枠組みの異なるサブリージョナルの各協力、支援との無駄な重複を避け、シ
ナジー効果を出すためのものであるとされている。
第３節　最優先分野となった交通部門
　GMS プログラムのフラッグシップ・プロジェクトに３つの経済回廊の建
設が入っている。GMS プログラムが開始された１９９２年頃の状況としては、
インドシナ半島における長期に渡る戦争、紛争によりダメージを受けている
交通網を改善しなくてはならないとの考え方が特に ADB 側にあったとされ
る。
　表－２のように、投資金額的にもプロジェクトの中に運輸・交通の占める
割合は極めて高く、１９９４－２００７年を第一次中期計画、２００８－２０１２年（ビエン
チャン・プラン）を第二次中期計画と考えると、第一次中期計画投資額９８．７
億ドルのうち運輸・交通が８０．６億ドルで実に８１．６％を占めており、第二次中
期計画投資予定額１５４．５億ドルのうち運輸・交通が１１３．２億ドルで、やや減っ
たものの７３．２％を占める見込みである。また、さらにエネルギー・電力を加
えると投資額のほとんどがこのインフラ関連２分野で占められていることが
明らかである。
　この交通インフラ整備重視の計画の中でも「道路偏重」とも言える内容と
なっているが、ハード面の整備の進展と共に次第に方向を変えてゆくであろ
う。すでに ADB により老朽化した鉄道網の修復などのプロジェクトが着手
－５９－
  などによれば、中国の要望により、シンガポール－昆明鉄道ルート
（SKRL）は７案あるが、東回りになるとの見通しで、２０１３年までに戦略計画化されると
している。
２５　詳細は http://www.adb.org/GMS/devt-matrix.asp を参照。
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されており、今後 GMS プロジェクトに占める道路整備に関する予算の比率
は相対的に減少することが予想される。
１．経済回廊の整備
　経済回廊の本来の目的は、途上国への開発プロジェクトや融資の選定にお
いて単一のセクターへの投資はインパクトが小さいことから、主要幹線道路
が通る地域を「経済回廊」と捉えて、同時並行して送電、通信、上下水道、
空港、観光、経済特区・工業団地への民間投資を含めて集中的に活用するこ
とにある２６。経済回廊構想に基づいた道路建設が本来の経済回廊として機能
するための段階については、次のようなステージが示されている（表－３）。
－６０－
２６　多田羅徹［２００６］「拡大メコン地域（GMS）のインフラ整備の現状と物流」白石［２００６］、
pp. ５９－６０。
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表－２　ＧＭＳ第一次・第二次中期計画内訳
２００８－２０１２年１９９４－２００７年
投資額
伸び率
投資額件
数
投資額件
数
プロジェクト分野
％％百万米ドル％百万米ドル
１４０．４％７３．２％１１，３１５２６８１．６％８，０５７２４運輸・交通
１８４．１％２０．６％３，１８１１９１７．５％１，７２８４エネルギー・電力
５７０．２％１．７％２６８１９０．５％４７３観光
２６４．１％０．７％１０３１００．４％３９３人的資源開発
－－２．１％３３２１４電気通信
－－０．４％６０９農業開発
－－１．２％１８５７環境保全
－－０．０％６６投資円滑化
１５６．５％１００．０％１５，４５０１１０１００．０％９，８７１３４合　計
（出所）ADB［２００８］、末廣昭［２００９］より筆者作成。
しかし表記されているスケジュールは大幅に遅れていると言わざるを得ない。
　現在の ADB の定義によれば、経済回廊は９路線が確定している。しかし
ながら、現時点では未開発の貧弱な路線も含まれており、日本においては、
東西経済回廊、南北経済回廊、南部経済回廊（または第二東西回廊とも呼ば
れる）の３ルートが一般的に認知されている。このうち２００６年に全線開通し
た東西経済回廊はフラッグシップ・プロジェクトと呼ばれている。第二メコ
ン国際橋やハイヴァン・トンネルが円借款でまかなわれ、主に日本企業が建
設にあたったことからも大きく報道された。また現地に進出した日系製造業
の集積から、東西経済回廊を一部利用するバンコク－ハノイ間の輸送による
サプライチェーン改善が戦略上重要であると日本政府は考えており、実証走
行実験なども積極的におこなっている２７。また２０１１年１１月に完成した第３メ
コン国際橋が、バンコク－ハノイ間をさらに約１５０短縮することから、日
メコン産業政府対話でもこのメリットが確認されている２８。
－６１－
２７　経産省・国交省『メコン地域陸路実用化実証走行試験実証実験　結果報告』２００８年参照。
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表－３　ADB の考える輸送ルートの発展段階
構成回廊のタイプステージ
ハードインフラ輸送回廊１
越境貨物輸送と効率的な国境手続きの
実施
輸送と貿易円滑化回廊２（２０１１年までに）
より広範囲の国境以外の貿易円滑化と
発展した越境物流サービス
物流回廊３（２０１４年までに）
進歩した経済インフラとルート沿いの
都市における官民共同による発展
都市開発回廊４（２０１６年までに）
民間投資の増加と完成された生産ネッ
トワーク構築
経済回廊５（２０１８年までに）
（出所）JICA・パデコ［２０１１］『メコン地域における物流促進のための通関業務の改
善にかかる調査』JICA, chapter2 p. 17。（原資料）ADB、Arjun Goswami 氏
のプレゼンテーション資料。
　GMS 開発事業は、沿海部の開発も含まれてはいるが基本的に内陸部の開
発に主眼をおいている。そして参加国の積み出し港につながる３大経済回廊
は支線、サブ回廊を入れると計１２のルートをもち、概要は以下のようになっ
ている２９。
Ａ．東西経済回廊（East-West Economic Corridor：EWEC）：１，５０２
・ベトナム、ティエンサ港→ダナン→ラオバオ＝デンサワン（ラオス国境）
→サワンナケート＝ムックダーハーン（タイ国境）→ピッサヌローク→メー
ソット＝ミャワディ（ミャンマー国境）→モーラミャイン
・支線１：タイ、ムックダーハーン→ナコンラーチャシーマー→バンコク港
・支線２：タイ、ムックダーハーン→国道３０４号線経由でレームチャバン港
・支線３：ダナンから国道１号線経由でハノイまたはホーチミン
Ｂ．南北経済回廊（North-South Economic Corridor：NSEC）：１，８０５（R3A
ルート）
・バンコク→国道１１号線ピッサヌローク経由でチェンラーイ、もしくは国道
１号線ターク経由でチェンラーイ
・本線その１：＜ミャンマールート：R3B＞チェンラーイ→メーサーイ＝
ターチレック（ミャンマー国境）→ケントゥン→マインラー＝打洛（タール
オ）（中国国境）→景洪（チェンルン）→昆明（クンミン）
・本線その２：＜ラオスルート：R3A＞チェンラーイ→チェンコン＝フアイ
サーイ（ラオス国境）→ボーテン＝モーハン（中国国境）→景洪→昆明
・支線：昆明→開遠→河口＝ラオカイ（ベトナム国境）→トゥエンクアン→
ハノイ→ハイフォン港
－６２－
２８　Business Recommendations on MJ-CI Action Plan, Aug25, 2010, 議事録より。しかしなが
らラオス－ベトナム国境通過の問題から、このルートは現時点では商業ベースとして使
うのが困難と言われている。
２９　末廣昭［２００９］pp. １５－１６。
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Ｃ．南部経済回廊（Southern Economic Corridor：SEC）：本線（南部中央回
廊）１，０２４
・バンコク→アランヤプラテート＝ポイペト（カンボジア国境）→バッタン
バン→プノンペン→バベット＝モクバー（ベトナム国境）→ホーチミン→ブ
－６３－
図－３　経済回廊ネットワーク図
（出所）ADB［２００７］p. １３
ンタウ港
・北部サブ回廊：プノンペン→ストゥントラエン→ラッタナキリー＝プレイ
ク（ベトナム国境）→クイニョン港
・南部サブ回廊：バンコク→トラート→ハートヤイ＝コッコン（カンボジア
国境）→コンポート＝ハティエン（ベトナム国境）→ナムカン港（ベトナム）
・南ラオス・シハヌークビル・サブ回廊：ブンカム（ラオス国境）→クロ
チェ→プノンペン→シハヌークビル港（カンボジア）３０
　「東西経済回廊」はインドシナ半島を河川と山岳地帯を越えて東西を結ぶ、
歴史的に見ても新規性のある回廊であると言って良い３１。これによりラオス
やタイ東北部（イサーン）の内陸都市はベトナムのダナン・ティエンサ港を
経て海へとつながる。さらに東西経済回廊の最も西側の地点であるミャン
マー・モーラミャインはインドへの結節点になるとも考えられている。しか
しこの経済回廊には主要な都市が見あたらず、所得の少ない地域を通ってい
ることから構想段階から「貧困回廊」とも呼ばれていた３２。東西経済回廊は
日本でも日本の ODA の成果として大きく報道された。タイとラオスを結ぶ
第２メコン国際橋が開通したことでタイ－ラオス－ベトナム間が２００６年１２月
に全面開通し、３大経済回廊の中では最も早く整備が進んでいる。しかし、
ラオス区間においては鉱物資源の過積載の影響により、道路、橋桁が部分的
にすでに痛みが進んでいることなどが問題となっている。
　「南北経済回廊」はインドシナ半島を南北に縦走する回廊であり、タイ・
バンコクからチェンラーイまで達するルートに加えて、チェンラーイから
ミャンマー国境を越え中国雲南省昆明に北上するルート、チェンラーイから
ラオス国境を越えて昆明に達する３本の本線、また昆明とベトナム・ハノイ
を結ぶ支線によって構成されている。この中で、ラオスを経由する「R3A」
－６４－
３０　末廣昭［２００９］pp. １５－１６。一部筆者修正。
３１　吉田恒昭・金広文［２００５］p. ８０。
３２　元アジア開発銀行メコン開発室長、多田羅徹氏へのインタビューより。
────────────
とミャンマーを経由する「R3B」のうち、「R3A」は、ADB と中国、タイ政
府がそれぞれ全体の３分の１を出資したラオス国内の道路整備が完了し、
２００８年３月に開通した。また昆明とハノイを結ぶ経済回廊は、昆明とハノイ
を直接結ぶもの以外に、広西チワン族自治区・南寧を経てハノイを結ぶ中越
陸路とも呼ばれるものがあるが、これは今後中国政府とベトナム政府が巨額
の資金を投じて整備する計画である。２００５年１０月の中国胡錦涛主席ベトナム
訪問時の共同宣言にあった、中越の「ふたつの経済回廊、ひとつのベルト」
構想に沿ったものと言える３３。完成状況としては、タイ・チェンコン－ラオ
ス・フェーサイを結ぶ、第４メコン友好橋（２０１３年完成と思われる）の架橋
整備によって R3A、R3B ともに陸路のみで完全走行可能となる。
　「南部経済回廊」のうち、南部中央回廊はタイ・バンコクからカンボジア
・プノンペンを経て、ベトナム・ホーチミンに至る。プノンペンからはベト
ナム・クイニョン港に至る北部サブ回廊があり、またバンコクから海岸線に
沿って進む南部沿岸回廊、南ラオスからカンボジア・シハヌークビル港に通
じるルートもある。この経済回廊は、基本的にタイ・バンコク、カンボジア
・プノンペン、ベトナム・ホーチミンを結ぶ路線であり３４、将来はその経済
効果が期待される。完成状況としては近年整備が急速に進んでおり、現在
フェリーが利用されている最大のネック部を解消する、プノンペン－ベトナ
ム国境間にあるネックルアン橋の完成が待たれている。
　また２００９年１０月の東アジアサミット（EAS）において日本が提唱したアジ
ア総合開発計画（CADP）の中では、メコン・インド産業大動脈の構想が打
ち出された３５。これによってメコン総合開発、すなわち GMS プログラムな
－６５－
３３　「ひとつのベルト」とは北海港とハイフォン港の整備、油田の共同開発を指す。
３４　「東アジア産業大動脈構想」と重複しているルートでもある。
３５　東アジアサミットでは鳩山首相（当時）が提唱し、メコン・インド産業大動脈だけではな
く、インドネシア経済回廊、IMT 成長三角形などを含む、所得倍増、インフラ整備、産
業振興策を目的とする総合的な計画となっている。ERIA、ADB、ASEAN 事務局が共同
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どとインド亜大陸開発を海路を使って地理的連結を図るというアイデアも具
体化し始めている。その際、東西経済回廊または南部経済回廊の延伸によっ
てミャンマー西岸のアンダマン海側の積み出し港（モーラミャインまたはダ
ウェー）が整備されることが効率的な国際物流の前提となる３６。
２．ソフトインフラの整備
　道路整備というハード面の充実が進められている一方、越境交通インフラ
（CBTI：Cross-Border Transport Infrastructure）の性格上越境におけるロ
ス、すなわち越境抵抗をいかに減らすかということが極めて重要である。そ
のためにソフト面ではこの地域において結ばれた越境交通協定３７（CBTA）
の実効化が待たれている。GMS においては、従来の二国間合意に加え多国
間合意である CBTA が交通・税関・出入国・検疫について規定しており、
①越境手続きの簡素化、②越境旅客交通制度、③国際通過貨物の取り扱い、
④越境交通に資する道路車両基準、⑤商業運送権の交換、⑥インフラ基準、
を包括したものになっている３８。
　このうち CBTA 実現における課題の一つである越境手続きの簡素化の取
り組みについては、出国時・入国時と２回必要であった手続きを２カ国が共
同で検査を行うことで入国側での１回の手続き、すなわちシングルストップ
で通過することができる。さらに出入国・税関・検疫（CIQ）の手続きを複
数の窓口から一つの窓口に集約するシングルウィンドウ化も進められている。
－６６－
で策定し推進する予定。
３６　ダウェー港および SEZ の開発はすでに着手されており、タイ側のイニシアティブで進み
つつある。ミャンマー政府と MoU を結び、イタリアンタイ社が請け負っているが計画通
りに進んでいない状況である。
３７　CBTA は１９９９年にタイ、ベトナム、ラオスが署名し、２００１年にカンボジア、２００２年に中
国、２００３年にミャンマーが署名した。
３８　１９９９年１１月２６日調印の協定内容。http://www.adb.org/Documents/Others/GMS-Agree 
ment/gms_final_agreement.pdf
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ASEAN の枠組みによる ASEAN シングルウィンドウ（ASW）は、ASEAN 
各国で実施するナショナル・シングルウィンドウ（NSW）を接続することに
より、通関手続を含む貿易関係書類の標準化・共通化、電子化を推進するこ
とで、域内の貿易円滑化、迅速化を目指している。輸出入の際に、複数の行
政機関にまたがる申請や許認可を一つの電子申告フォームで提出、一括して
承認を受けることで、輸出入通関のための提出データ、データ処理、判断の
一元化を実現することができる。先行加盟６か国の NSW 完成後 CLMV へ
の展開を目指しているが、当初の完成予定の２０１２年より大幅に遅れると思わ
れる。
　従来この地域における陸路による越境交通は極めて限られており、越境交
通にかかわる協定（CBTA）には長期に渡る交渉を要し、４０７箇条もの条文
に添付資料が加わった膨大な協定書は２００７年３月に署名された。しかし各国
とも CBTA に合わせた国内法整備や運用組織づくりには時間がかかると思
われ、法規定が末端の職員に徹底されるまでにはさらに猶予が必要であるこ
とが予想される。現状では比較的状況が良いタイにおいてすら、国境税関が
開庁時間を遵守せずトラブルになるなどの例がみられるという３９。GMS 域
内での国境地点は多数あり、第１級越境地点が４０カ所、第２級越境地点が３６
カ所あるが４０、このうち重要な越境地点で CBTA 実施地点として CBTA 
Protcol 1 に記載されているのは１５地点である４１。ASEAN シングルウィンド
ウ技術ガイドラインによれば、この地点で輸出入手続きを平均３０分で実施す
ることを目標としている４２。しかし前述の実証走行実験結果報告ではバンコ
ク－ハノイ間で通関に５～６時間、開庁待機時間で２４時間かかっており、シ
ンガポール－マレーシア国境の状況に比較するとその差は極めて大きいと言
わざるを得ない。
－６７－
３９　日本アセアンセンター主催メコン地域投資セミナー（２００９年１２月２１日）における、各国外
国投資誘致機関担当者との質疑応答による。
４０　国際協力機構［２００７］part 2 p. 23。
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　今後この地域における日本の援助などの主体は、ある程度形の出来た道路
・橋梁のハードインフラから、まだ問題の多い越境の円滑化のためのソフト
インフラへと移行することになるだろう。民間ベースでも日系大手総合商社
を中心に、越境地点で必要な機材、ソフトに関するビジネスチャンスとの見
方も出てきている。
２．経済回廊を利用した国際物流の問題点
　GMS における主要な産業集積都市間、特に経済回廊を使った長距離の陸
上輸送は海上輸送に比べコストが大幅に高く、現時点で十分競争力のある手
段とは言えない。加えて越境交通にかかわるソフトインフラ面の整備も不十
分であることがわかっている。にもかかわらず海上輸送に比べてリードタイ
ムを大幅に短縮できるメリットをもつ陸上輸送は、不具合の改善を続けなが
ら今後次第に増えてゆくことが予想される。背景には、企業側のニーズが変
化してきていることがある。かつてタイ－マレーシア間の輸送が海上輸送か
ら陸上輸送にシフトした際には、陸上運賃が海上運賃の１．３倍のコストまで
下がることでシフトが実現した。GMS 経済回廊では、片荷問題などからや
やハードルが高いため１．５倍を目標としている４３。
　輸送コストが割高である陸路利用が進むためには、① CBTI / CBTA の
ハード、ソフト面の整備、特に ASEAN シングルウィンドウ（ASW）をベー
スとした越境通関手続きの IT 化や、域内相互乗り入れの大幅緩和などが進
むこと、② FDI による産業集積がバンコク以外の都市で進み、それを CBTI 
でリンクする流れができること、③国境経済圏の形成４４　などにより企業立地
－６８－
４１　GMS Website: http://www.adb.org/Documents/Others/GMS-Agreement/Protocol1-
Attachment.pdf
４２　若松勇［２００９］p. １３３。
４３　山九株式会社福田規保氏によるセミナーにおける質疑応答、２０１０年８月１１日。
４４　石田正美編［２０１０］を参照。
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が労働力のより豊富・安価な内陸部に向かうこと、などが要件である。
　経済回廊建設は、ESCAP のアジア・ハイウェイの構想を焼き直し、GMS 
各国を「シームレス」に繋ぐ手段として企画された４５。しかしその着手から
約２０年を経過し、その利用度、利用価値の濃淡が表面化している。２００６年に
完成したフラッグシップ路線でもある東西経済回廊であるが、その利用は極
めて限られており現時点ではマクロ経済的な効果は期待されたものではない
とされる４６。当初の ADB による経済回廊の企画段階にあった道路建設だけ
ではなく、総合的、複合的な地域開発はごく僅かにとどまっている。またこ
うした経済効果の測定がシミュレーションモデルなどにおいて、恣意的で判
断が困難であることに問題があるとも言える４７。しかし GMS プログラムに
関して日本が最大のドナーであり続けたこと、また日本が ADB への最大出
資国であるという観点からも、今後ともアジア総合開発計画４８　を含めた道路
インフラへの大規模投資を続けることには一定の説明責任が伴ったものでな
ければならない。近年では道路と競合関係にある高速鉄道計画などの推進が
各国ですでに始まっている。
　一方、このような道路インフラの経済効果は超長期の視点で考えるべきで
あるとの論４９　もある。３０年から５０年程度のスパンでないと経済的効果は判断
－６９－
４５　ADB, ADBI [2009]. Infrastructure for a Seamless Asia, Tokyo, Asian Development Bank 
Institute, 2009. に詳しい。
４６　国際協力機構［２００７］および ERIA［２０１０］における計量的な試算については、シミュ
レーション・シナリオの多さと実証的なデータの不足から分析の信頼性には乏しい。
４７　ADB における事前・事後の（ミクロ的な）評価基準は各経済回廊において統一されてい
ない。（青山学院大学藤村教授）
４８　ERIA から公表されているアジア総合開発計画（CADP）の概要は次の通り。
http://www.adbi.org/files/2010.11.24.cpp.sess1.4.umezaki.cadp.innovation.growth.pdf また
JICA は ERIA が公表した総額２５兆円の「アジア総合開発計画」に沿った事業を後押しす
る。まず費用対効果の大きいメコン川流域の事業を重点的に支援する見通しで「東西経済
回廊」「南部経済回廊」の整備を急ぐ、と報じられている。
４９　政策研究大学院原洋之介教授のセミナーにおけるコメントから。
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できないとするものだ。しかしハードインフラのメンテナンスコストは一般
に GDP の約４％を必要とするとの説もあり、過疎地の高速道路インフラに
ついては、費用対効果の慎重な検討が必要であると考える。
　またインドシナ半島を中央部で横断するという東西経済回廊は、現時点で
はミャンマー区間が実質的に遮断されており、西端の積み出し港と考えられ
ているモーラミャインは利用されていない。この解決がされない限り東西経
済回廊に限らず東西方向の経済回廊の価値は低いものとなる。この点からも、
ASEAN と日本はこのミャンマー問題の解決に向けた政治的な努力が求めら
れている。一方東端のベトナム・ダナン港（ティエンサ港）も積み出し港と
しては十分活用されていない。ダナンからの出荷は貨物便が少ないことから
利便性が悪く、現状在ラオス企業などは別のルートを選択している５０。
　さらに CBTA を含めた越境交通の円滑化の問題についても、その解決に
は長期間かかることが予想される。最も重要と思われる電子システムの構築
についても、GMS 各国の利害調整の進展が図られなければハードインフラ
整備のみが先行している状態になる。経済回廊の利用の停滞は、むしろ競合
関係にある高速鉄道の推進を促すことになる。すなわちそれまでの投資を回
収する前に道路インフラの老朽化が始まることも予想され、現在完成されて
いる路線から越境交通の一刻も早い円滑化実施が望まれる５１。
おわりに
　２０１０年１０月の ASEAN 首脳会議（ハノイ）おいて ASEAN 連結性マスター
プランが採択されたが、このプランは、①物理的連結性、②制度的連結性、
－７０－
５０　川田敦相［２０１１］p. ６８。
５１　この辺は、タイ NESDB のレポートにもあり、  GMS   
  ２０１０年１０－１２月サマリーにおいて、越境交通円滑化のための NSW 推進など
のプロポーザルをしていることが述べられており、タイ政府の関心も高いことが示され
ている。
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③人的連結性から構成されている。このうち物理な連結（ハードインフラ）
については交通が重要な要素となっており、１９９２年以来の GMS プログラム
はメコン地域、ASEAN 大陸部における交通インフラ整備の中核となってい
ると言って良い。さらに ASEAN 大陸部、島嶼部を結ぶ連結性を高める総合
的な計画は２０１５年の ASEAN 経済共同体（AEC）に向けた基本的な柱の１つ
になっている。
　GMS プログラムが推進した経済回廊と越境交通システムの整備は、ハー
ドとソフトの関係にあり、ハードインフラ建設が先行しているのに対してソ
フトインフラ整備の遅れが大きい。欧州の越境交通協定を下敷きに作られた
緻密な CBTA であるが、欧州とは異なりメコン地域の途上国各国の事情か
ら、円滑化を妨げる阻害要因が多い。「連結性」を高めるには、よりソフト
面の改善と各国の利害を調整する努力がなされる必要があるだろう。
　企業物流の改善に GMS プログラムが貢献する可能性は高い。現時点で東
西、南北、南部の各経済回廊それぞれ１，０００～１，５００を、全面的に物流に利
用しているという企業はほとんど見られない。しかしながら、従来海路を中
心に国際物流を構築していた企業が、一部陸路による越境交通を利用する
ケースは増えている。これによるサプライチェーンの変化は、メコン地域に
おける企業、特に製造業の活動の活発化を促すものになり、外国企業の誘致
を含めて長期的には企業立地行動の変化へとつながるものである。
　GMS プログラムの開始から２０年が経過し、メコン地域５カ国２地域への
道路整備投資は概ね一巡したとも言える。今後は地域経済を活性化するため
こうしたインフラの利用を促進することに加えて、道路以外の輸送手段であ
る鉄道などへの投資が増加する方向となるであろう。中進国となった、ある
いは中進国化しつつある CLMV も含めて、先進国同様の環境負荷への配慮
の要請が増えていることは、GMS プログラム発足時の２０年前とは大きく異
なってきている点である。
－７１－
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